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月内に、ウェッブ・ポレメン輸出組合法(Webb-Pomerene Export Trade Act)によって二つの米
国輸出貿易組合が設立された。一つは１９２８年１２月に設立された、スタンダード石油
会社（ニュージャージー）とその四つの子会社をメンバーとするスタンダード石油輸出会
社（Standard Oil Export Corporation）であった。その二は、１９２９年初頭に設立された輸
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合計 1,072 1,410 2,072 1,512 2,204 3,465 1.41 1.56 1.67 


































































































































































































































































































































































































































 ３－３－２ ローマクラブはエピステミック・コミュニティーか  































（２）ローマクラブは先進社会の諸問題の解決のみを目指すものではなく、全体として   
の世界システム及びそこに含まれる不均衡に関心を持つグループである。 
（３）ローマクラブは未来学者の集まりではなく、現在の方法論では解決不可能な、よ   
り長期的かつ根源的問題にこそ取り組まねばならないと考えている者のグループで   
ある。 
（４）ローマクラブは、右とか、左とかの政治体制を越えて、より客観的、包括的な政   
策立案の基準を求めようという、自由な個人の集団である。 
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Energy）、及び National Powerと Power Gen の３社に分割され、送電設備は１２の地域配電




(OFFER: Office of Electricity Regulation)が設置された。 
 これ以降、地域配電会社や発電会社の株式は、漸次市場に放出され、着実に民営化の道






















































































































い的に規制案（ＮＯＰＲ：Notice Of Proposed Rulemaking）を提出し9、ＩＰＰや競争入札を
認知した。さらにＦＥＲＣは、この市場をより競争的にするためには、①送電線の開放と、
②公益事業持ち株会社法（ＰＵＨＣＡ）改正の必要性を認めた。 









提案は、翌 1996 年にＦＥＲＣ規制として決定され、「規制 888」および「規制 889」とな
った。これらは、オープンアクセス送電料金表を通じて、自他の区別無く、誰もが非差別
的に送電線を利用できるよう送電線所有者に求めたものである。  



































































































え、推進した学者としては、 Ｃ．ロビンソン(Robinson C.)17, Ｄ．ニューベリー(Newbery, 





たのは、Ｐ．ジョスコウ(Paul Joskow)と Ｒ．シュマーレンジー(Richard Schmalensee)が著
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 気候モデルとしては、大気大循環モデル(GCM: General Circulation Model)と大気・海洋結









































































































AIM  CETA MIT-EPPA FUND
GRAPE ABARE-G TEM MERGE 3 MS -MRT
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